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 上場会社名 株式会社エフテック 上場取引所 東 

コード番号 7212  本社所在都道府県 埼玉県 

（URL http://www.ftech.co.jp/） 

代表者 役職名 代表取締役社長 氏名 木村 吉男 

問合わせ先責任者 役職名 常務取締役・経営管理室長 氏名 梅津 啓二   ＴＥＬ (0480）85－5211 

決算取締役会開催日 平成17年10月27日   

親会社等の名称 本田技研工業株式会社（コード番号：7267） 親会社等における当社の株式保有率 21.0％

米国会計基準採用の有無 無    

 

１．平成17年９月中間期の連結業績（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 

(1）連結経営成績   （百万円未満切捨て）

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
17年９月中間期 60,778 （ 14.0） 1,951 （ 70.5） 1,578 （ 139.0）

16年９月中間期 53,306 （  3.3） 1,144 （ 71.7） 660 （ 352.8）

17年３月期 111,419 （  6.3） 2,857 （  4.8） 1,904 （ 15.6）

 
 中間（当期）純利益（損失）

１株当たり中間（当期） 
純利益（損失） 

滞在株式調整後１株当たり 
中間（当期）純利益 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭
17年９月中間期 507 （811.3） 46 63 － －

16年９月中間期 55 （  －） 5 12 － －

17年３月期 270 （288.4） 18 87 － －

 （注）① 持分法投資損益 17年９月中間期 0百万円 16年９月中間期 0百万円 17年３月期 0百万円

② 期中平均株式数(連結) 17年９月中間期 10,886,400株 16年９月中間期 10,886,400株 17年３月期 10,886,400株

③ 会計処理の方法の変更 無      

④ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 (2）連結財政状態  

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭
17年９月中間期 68,526 8,519 12.4 782 62

16年９月中間期 62,789 7,455 11.9 684 82

17年３月期 64,363 7,566 11.7 689 05

 （注）期末発行済株式数（連結） 17年９月中間期 10,886,400株 16年９月中間期 10,886,400株 17年３月期 10,886,400株

 (3）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物期末
残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円
17年９月中間期 2,140 △3,459 1,435 2,609

16年９月中間期 2,492 △2,670 283 1,795

17年３月期 6,754 △5,996 74 2,456

 (4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項    

連結子会社数 １２社 持分法適用非連結子会社数 １社 持分法適用関連会社数 ０社
 (5）連結範囲及び持分法の適用の異動状況      

連結（新規） ０社 （除外） ０社 持分法（新規） ０社 （除外） ０社

 

２．18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日） （百万円未満切捨て）

 売上高 経常利益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円

通  期 120,000 2,600 830

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  70円27銭 

※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な状況に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含

んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
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１．企業集団の状況 
 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社14社、関連会社４社及びその他の関係会社１社で

構成され、自動車部品及びそれに伴う金型、機械機具等の製造、販売を行う「自動車部品関連事業」を主な事業

内容としております。また、これに関連する研究開発活動を展開しております。当社と継続的で緊密な事業上の

関係にあるその他の関係会社である本田技研工業株式会社は主要な得意先であります。 

 その他「建材関連事業」も行っております。 

 当グループの事業に係る位置づけは、次のとおりであります。 

 

〈自動車部品関連事業〉 

 

得意先(海外) 
得 意 先 (国内) 

 その他の関係会社 

  本田技研工業株式会社 
その他の得意先

製
品 製 

 
 

品

原 

材 

料

製 
 
 

品

Ｏ
Ａ
フ
ロ
ア

〈
建
材
関
連
事
業
〉

技 術 援 助 

当   社 

自 動 車 部 品       

金型機械設備 

技 術 援 助       

自 動 車 部 品       

金
型
機
械
設
備

自
動
車
部
品

原 

材 

料

自
動
車
部
品

原 

材 

料

エ フ ア ン ド ピ ー ・
マニュファクチャリング・
イ ン コ ー ポ レ ー テ ッ ド

子会社 

エフアンドピーアメリカ・
マニュファクチャリング・
イ ン コ ー ポ レ ー テ ッ ド

エ フ テ ッ ク フ ィ リ ピ ン ・
マニュファクチャリング・
イ ン コ ー ポ レ ー テ ッ ド

ダ イ ナ ミ グ ・
マニュファクチャリングオブ・
ス ト ラ ッ ド フ ォ ー ド ・
イ ン コ ー ポ レ ー テ ッ ド

エフアンドピージョージア・
マニュファクチャリング・
イ ン コ ー ポ レ ー テ ッ ド

エフイージー・デ・ケレタロ・
ソ シ エ ダ ア ノ ニ マ ・ デ ・
カ ピ タ ル バ リ ア ブ レ

偉福科技工業(中山)有限公司

※2 ㈱ 三 共 プ レ ス 工 業

㈱ 九 州 エ フ テ ッ ク

フクダエンジニアリング㈱

子会社 

※3

渡 辺 樹 脂 工 業 ㈱

関連会社 

㈱ リ テ ラ

※3

※1 ラグナ・グリーンランド・
コーポレーション 

子会社 

不動産管理会社 

技術援助

プログレッシブ・ツールズアン
ド・コンポーネンツ・リミテッ
ド 

※3

関連会社 

(注)無印 連結子会社 

※１ 子会社で非連結子会社 

※２ 非連結子会社で持分適用会社 

※３ 関連会社で持分法非適用会社 

エフテックノースアメリカ・
インコーポレーション 

子会社 

北米統括会社 

エフテックアールアンドディ
ノ ー ス ア メ リ カ ・
インコーポレーション 

子会社 

北米地区研究開発会社 

ジョーナン・エフテック・タイ
ランド・リミテッド 

※3

偉福科技工業(武漢)有限公司
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２．経営方針 
〈会社の経営の基本方針〉 

 当社は、自立した個人を重んじ、和を尊び、協力を旨とする“人間尊重”、失敗を恐れず困難な道を選択する

“チャレンジ精神”、環境・地域社会との共生、株主・従業員との共生を目指す“運命共同体”を基本理念とし

て、地球規模で優れた技術力による優良な品質の製品を適正な価格で提供することに努めてまいります。 

 この企業活動の推進により世界中の得意先からの顧客満足度№１の実現と、一般社会からのその存在を期待さ

れる企業作りに邁進してまいります。 

 

〈会社の経営管理組織の整備等に関する施策〉 

 当社は、かねてより社外監査役を迎え監査役会の機能強化に努め、経営管理組織の充実を図ってまいりました。 

 また組織運営においては、海外及び国内の子会社・関連会社が地域事情・顧客ニーズを経営に反映できる独立

性を尊ぶ一方、本社、海外事業部門、管理部門、監査役会メンバーが参加する地域会議や社内会議の実施により

統括力及び求心力の強化にも努めております。 

 投資家や株主の皆様に対しても経営政策の適時適確な情報開示に努め、透明度の高い経営姿勢を維持してまい

ります。 

 

〈会社の利益配分に関する基本方針〉 

 当社の利益配分に関する基本方針は、業績・成果に基づく利益還元を基本とし、財務体質の強化を図りながら

利益の状況、将来の事業展開など長期的視野に立ち、又節目に応じて記念配当、株式分割などを検討し株主の皆

様への利益還元を図ってまいります。 

 内部留保資金につきましては、事業拡大及び合理化のための設備投資、研究開発活動や海外事業展開などに有

効活用することを考えております。 

 

〈会社の対処すべき課題〉 

 今後の経営環境は、原油価格の動向等に見られるように国内外経済共に不安定要因があるうえ、自動車業界は

国際間競争が一層激しさを増し、厳しい環境が継続するものと考えられます。 

 この中で当社（グループ）は、小型車、多品種少量生産車でも適正利益を確保できる価格競争力の強化に努め、

その為の開発技術・量産技術の向上を図ると共に海外拠点網を充実させてまいります。 

 また、環境・安全・情報の面においてもグローバルに通用し、且つ他社との差別化ができるような自社技術の

確立を目指して積極的に取り組んで行きたいと存じます。 

 

〈コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況〉 

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は多くの株主の皆様の負託に応え、且つ従業員、取引先、債権者、地域社会などの多岐に渡る関係者

を重視する経営を目指しており、会社の永続性と長期的な株主利益の最大化を図ることをコーポレート・ガ

バナンスの基本目標にしております。 

 

(2)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

1.会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート･ガバナンス体制の 

状況 

①経営管理機構 

当社は、取締役会及び監査役会により、業務執行の監督及び監査を行っております。 

取締役会は、取締役12名で構成され、重要な業務執行その他法定の事項について決定を行うほか、業

務執行の監督を行っております。 

監査役会は、監査役3名（うち社外監査役１名）で構成され、各監査役は、監査役会が定めた監査の

方針、業務の分担等に従い、取締役会への出席や業務、財産の状況の調査等を通じ、取締役の職務遂行

の監査を行っております。 

当年度、取締役及び監査役に支払われた報酬の額は、取締役12名に対し99百万円、監査役３名に対し

13百万円の総額112百万円であります。 
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また、当年度に支払われた当社の役員賞与の額は、前年度末における取締役11名に対し56百万円、監

査役３名に対し4百万円の総額60百万円であります。 

会計監査の適正さを確保するため、会計監査人から監査役会及び取締役会が商法特例法、証券取引法

に基づく会計監査の報告を受けております。 

当社は、当年度において、商法特例法、証券取引法に基づく会計監査人として、新日本監査法人を選

任しており、当社の商法特例法及び証券取引法に基づく監査証明に係る新日本監査法人への報酬は15百

万円であります。なお、監査証明業務以外の役務に対する新日本監査法人への報酬はありません。 

 

②業務執行体制 

当社は、取締役12名及び事業所長、室長7名から構成される経営会議をおき、取締役会の決議事項等

について事前審議を行うとともに、取締役会から委譲された権限の範囲内で、経営の重要事項について

審議しております。 

国内及び海外の生産拠点には、現場において、より迅速な判断ができるよう執行役員をおいておりま

す。 

 

③内部統制 

社長直轄の独立した業務監査部門である内部監査室が、各部門の業務執行状況についての監査を行っ

ております。 

新たな取り組みとして、当社グループ内の各組織が、法令の遵守やリスクの防止に努め、その状況を

定期的に検証するなど、コンプライアンスやリスク管理について体系的に取り組む仕組みを整備すると

同時に、コンプライアンス方針の策定や企業倫理上の重要案件の対応を目的として、役員で構成される

「企業倫理委員会」や企業倫理の意識高揚を目的として「企業倫理改善提案窓口」を設置いたしました。 

 

2.内部監査及び監査役、会計監査の状況 

内部監査室及び監査役、会計監査人は年間予定、業績報告等の定期的な打ち合わせを含め、必要に応

じ随時情報の交換を行うことで相互の連携を高めております。 

 

3.会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

当社の社外監査役 棚川 潔と当社の利害関係はありません。 

 

4.会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近1年間における実施状況 

当年度において、取締役会を10回、経営会議を7回開催し、重要な業務執行の決定や経営の重要事項

についての審議を行いました。監査役会は、3回開催され、監査の方針、業務の分担等を決定しました。

また、監査役と内部監査室が単独ないしは連携して、当社及び国内外の子会社、関連会社合計5社に対

し、業務監査を実施いたしました。 

 

 

〈親会社等に関する事項〉 

   (1)親会社等の商号   （平成17年９月30日現在）

親会社等 属性 
親会社等の議決
権所有割合(％)

親会社等が発行する株券が 
上場されている証券取引所等 

本田技研工業株式会社 その他 21.0 東京証券取引所 大阪証券取引所 

 関係会社 （0.3） 名古屋証券取引所 福岡証券取引所 

  札幌証券取引所 ニューヨーク証券取引所 

  ロンドン証券取引所 スイス証券取引所 

  ユーロネクスト(パリ)証券取引所 

（注）親会社等の議決権所有割合欄の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 
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(2)親会社等の企業グループにおける当社の位置付け、その他の当社と親会社等との関係 

本田技研工業株式会社は、当社議決権の21.0％（間接保有0.3％含む）を保有しており、当社はその持分

法適用会社であります。 

本田技研工業株式会社（以下「ホンダ」という。）及びホンダグループは、当社の足廻り機能部品の最大

の販売先であり、当期の連結売上高60,778百万円のうちホンダグループに対する売上高は54,866百万円

（90.3％）を占めております。 

親会社等との人的な関係については、当期末現在において親会社等の従業員３名が、当社の社外監査役及

び出向社員となっております。 

以上のように、当社とホンダグループは資本、取引等の面で緊密な関係にありますが、経営の基本方針及

び日常の事業活動については、自主自立を基本として上場会社として独立性を確保しております。 
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３．経営成績 
① 経営成績 

〈当中間期の概況〉 

 当中間連結会計期間の当社グループをとりまく経済環境については、国内経済は企業収益の改善を背景として

雇用・所得水準の改善を通して家計部門へ波及する動きが強まり、民間需資に支えられた緩やかな景気回復が続

いております。一方、米国経済は、大型ハリケーン特に８月末の「カトリーナ」の影響により短期的な不透明感

が増しているものの雇用回復による所得増を背景に、堅調に推移しております。また、アジア経済は一服感が見

られますが、中国経済は依然輸出主導による生産設備の増加を主因として拡大しております。 

 このような中で当社グループの主要な活動状況といたしましては、製造面においては、国内ではフルモデル

チェンジをしたステップワゴンやシビックの製造、新型エアウェイブの立上げ、北米では北米シビックの立上げ

がありました。 

営業面においては、本田技研工業株式会社の新型車のサスペンションはもとより、日産自動車株式会社の新型車

向けには、衝突時の安全性向上に配慮した当社開発の後退防止機構ペダルの拡販に努めてまいりました。開発面

においては、ステップワゴンには飛躍的に技術レベルの高い４ＷＤ用のＨビームが採用されております。新型シ

ビックには更に進化したハイドロフォーム構造を適用したサブフレームと独自で新材料の開発から量産まで行っ

たオルガンペダルや独自設計のアルミダイカスト製トルクブラケットが量産採用されております。海外展開にお

いては、中国での生産拡大を背景に偉福科技工業（中山）有限公司は２４万台体制を構築し、また、中国第２拠

点である偉福科技工業（武漢）有限公司も平成17年３月に稼動を開始し順調に推移しております。 

 当中間連結会計期間は主要取引先である本田技研工業株式会社への販売が好調に推移したことから売上高は

60,778百万円と前年同期比14.0％増となり、営業利益は1,951百万円と前年同期比70.5％増となりました。 

 所在地別セグメントの状況は下記の通りであります。 

国内は、主要取引先である本田技研工業株式会社への組立部品販売の増加とそれに伴う受給材料が増加したこと

により売上高は22,384百万円と前年同期比5.3％増、営業利益は669百万円と前年同期比155.9％増となりました。 

北米は、本田技研工業株式会社への販売の増加と円安の影響により売上高は34,156百万円と前年同期比19.3％増、

営業利益は上記売上増に伴い1,101百万円と前年同期比91.4％増となりました。 

アジアは、偉福科技工業（中山）有限公司の増産効果により、売上高は4,238百万円と前年同期比24.1％増、営

業利益は492百万円と前年同期比29.0％増となりました。 

 

〈通期の見通し〉 

 今後の経営環境は、国内経済は原油価格の上昇が内外経済に与える影響等には留意する必要があるものの企業

部門の好調さが家計部門にも波及しており、引き続き民間需要中心の緩やかな回復が見込まれます。海外経済は、

米国の大型ハリケーン後の復興需要、中国の継続的な設備投資が見込まれ、堅調に推移するものと思われます。 

 このような中で現時点における平成17年度（平成17年4月1日から平成18年3月31日）の連結業績の見通しは売

上高120,000百万円（前期比7.7％増）、経常利益2,600百万円（前期比36.5％）、当期純利益830百万円（前期比

206.9％）を見込んでおります。 

 

② 財政状態 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税金等調整前中間

純利益1,489百万円、減価償却費3,058百万円増加し、一方で有形固定資産取得による支出3,328百万円、法人税

等の支払815百万円等により減少し、結果、前連結会計年度末に比べ、152百万円（6.2％）増加し、当中間連結

会計期間末には2,609百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 これは主に税金等調整前中間純利益1,489百万円、法人税等の支払い815百万円、減価償却費3,058百万円が

留保しましたが、売上債権の増加により1,380百万円減少した結果、営業活動で得られた資金は2,140百万円

（前中間連結会計期間末比△14.1％減）となりました。 
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 これは主に新機種に伴う設備投資で有形固定資産を取得した結果、投資活動により使用した資金は3,459百

万円（前中間連結会計期間末比29.5％増）となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 これは主に金融機関借入金を1,705百万円調達し、配当金276百万円の支払をした結果、財務活動で得られた

資金は1,435百万円（前中間連結会計期間末比406.8％増）となりました。 

 

キャッシュ・フロー指標のトレンド     

 
第49期中間 

平成15年９月期
第50期中間 

平成16年９月期
第51期中間 

平成17年９月期 
第50期 

平成17年３月期

株主資本比率（％） 9.3 11.9 12.4 11.7

時価ベースの株主資本比率（％） 10.2 11.6 18.3 11.2

債務償還年数（年） 5.1 6.5 8.1 4.7

インタレスト・カバレッジ・レシオ 6.7 6.2 5.0 8.4

 （注） 株主資本比率：株主／総資産 

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍しております。 

※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。有利子負債は、中間連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての

負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を

使用しております。 
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４．中間連結財務諸表等 
(1）中間連結財務諸表   

  前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 

構成比
（％） 金額（百万円） 

構成比
（％） 金額（百万円） 

構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   1,795 2,609  2,456

２．受取手形及び売掛
金 ※２  14,220 15,670  13,529

３．たな卸資産 ※２  6,276 8,463  7,705

４．繰延税金資産   391 473  502

５．その他 ※２  1,922 2,231  1,903

流動資産合計   24,607 39.2 29,448 43.0  26,096 40.5

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※1,2   

(1）建物及び構築物  10,417 11,497 10,241 

(2）機械装置及び運
搬具  16,321 16,173 14,398 

(3）金型治工具  1,988 1,251 1,335 

(4）土地  4,288 4,282 4,360 

(5）建設仮勘定  1,344 1,823 4,107 

(6）その他  373 34,734 314 35,344 320 34,763

２．無形固定資産    

(1）ソフトウェア  241 198 204 

(2）施設利用権等 ※２ 174 210 199 

(3）連結調整勘定  99 515 53 462 76 480

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券 ※２ 1,593 1,905 1,665 

(2）長期貸付金  57 167 54 

(3）繰延税金資産  1,041 949 1,053 

(4）その他  239 2,932 248 3,270 249 3,023

固定資産合計   38,182 60.8 39,078 57.0  38,267 59.5

資産合計   62,789 100.0 68,526 100.0  64,363 100.0
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  前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 

構成比
（％） 金額（百万円） 

構成比
（％） 金額（百万円） 

構成比
（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形及び買掛
金   12,449 12,399  13,239

２．短期借入金 ※２  12,146 12,345  13,665

３．１年以内償還予定
社債   2,492 －  2,492

４．１年以内返済予定
長期借入金 ※２  5,492 6,047  5,100

５．未払法人税等   265 404  510

６．未払金   638 2,587  1,527

７．設備支払手形   792 233  537

８．その他   1,590 1,766  1,778

流動負債合計   35,868 57.1 35,784 52.2  38,851 60.4

Ⅱ 固定負債    

１．社債   2,358 4,591  2,358

２．長期借入金 ※２  10,049 11,541  8,353

３．繰延税金負債   798 639  707

４．役員退職慰労引当
金   158 178  168

５．退職給付引当金   909 1,042  1,028

６．その他   59 167  69

固定負債合計   14,334 22.8 18,161 26.5  12,686 19.7

負債合計   50,202 79.9 53,946 78.7  51,537 80.1

    

（少数株主持分）    

少数株主持分   5,131 8.2 6,060 8.8  5,260 8.2

    

（資本の部）    

    

Ⅰ 資本金   1,778 2.8 1,778 2.6  1,778 2.8

Ⅱ 資本剰余金   2,196 3.5 2,196 3.2  2,196 3.4

Ⅲ 利益剰余金   4,450 7.1 4,999 7.3  4,665 7.2

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   298 0.5 452 0.7  335 0.5

Ⅴ 為替換算調整勘定   △1,267 △2.0 △905 △1.3  △1,408 △2.2

Ⅵ 自己株式   △1 △0.0 △1 △0.0  △1 △0.0

資本合計   7,455 11.9 8,519 12.5  7,566 11.7

負債・少数株主持分及
び資本合計   62,789 100.0 68,526 100.0  64,363 100.0
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(2）中間連結損益計算書   

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 

百分比
（％） 金額（百万円） 

百分比
（％） 金額（百万円） 

百分比
（％）

Ⅰ 売上高   53,306 100.0 60,778 100.0  111,419 100.0

Ⅱ 売上原価   47,973 90.0 54,528 89.7  99,974 89.7

売上総利益   5,332 10.0 6,249 10.3  11,445 10.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  4,188 7.9 4,298 7.1  8,587 7.7

営業利益   1,144 2.1 1,951 3.2  2,857 2.6

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  9 14 23 

２．受取配当金  13 21 17 

３．持分法による投資
利益 

 0 0 0 

４．為替差益  － 30 － 

５．その他の営業外収
益 

 25 48 0.1 28 94 0.1 39 80 0.0

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  402 430 800 

２．為替差損  108 － 193 

３．その他の営業外費
用 

 21 532 1.0 36 466 0.7 39 1,033 0.9

経常利益   660 1.2 1,578 2.6  1,904 1.7

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 ※２ 9 0 13 

２．投資有価証券売却
益 

 － － 4 

３．持分変動利益  － 9 0.0 66 66 0.1 － 17 0.0

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産売却損 ※３ 0 0 － 

２．固定資産除却損 ※４ 13 67 327 

３．退職給付に係る会
計基準変更時差異 

 95 － 191 

４．減損損失  － 109 0.2 88 156 0.2 － 518 0.5

税金等調整前中間
（当期）純利益ま
たは税金等調整前
中間純損失（△） 

  560 1.0 1,489 2.5  1,403 1.2

法人税、住民税及
び事業税 

 494 763 1,166 

法人税等調整額  △212 281 0.5 △59 703 1.2 △447 718 0.6

少数株主利益   222 0.4 278 0.5  414 0.4

中間（当期）純利
益または中間純損
失（△） 

  55 0.1 507 0.8  270 0.2
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(3）中間連結剰余金計算書      

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  2,196 2,196  2,196

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

 2,196 2,196  2,196

   

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  4,559 4,665  4,559

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１．中間（当期）純利益  55 55 507 507 270 270

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１．配当金  108 108 108 

２．役員賞与  55 163 65 173 55 163

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

 4,450 4,999  4,665
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(4）中間連結キャッシュ・フロー計算書   

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・
フロー計算書 
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

    

税金等調整前中間（当期）
純利益または税金等調整前
中間純損失 

 560 1,489 1,403 

減価償却費  3,348 3,058 6,715 

連結調整勘定償却額  23 23 46 

持分法による投資利益（損
失） 

 △0 0 △0 

持分変動利益  － △66 － 

投資有価証券売却損益  － － △4 

退職給付引当金の増減額  114 13 232 

役員退職慰労引当金の増減
額 

 △7 10 2 

受取利息及び受取配当金  △22 △36 △40 

支払利息  402 430 800 

為替差損益  62 △30 57 

有形固定資産売却損益  △9 △0 △13 

有形固定資産除却損  13 67 327 

有形固定資産減損損失  － 88 － 

売上債権の増減額  △1,364 △1,380 △862 

たな卸資産の増減額  354 △328 △1,617 

その他の流動資産の増減額  △63 △380 489 

仕入債務の増減額  621 △1,428 1,529 

未払費用の増減額  △169 △148 51 

その他の流動負債の増減額  △250 2,045 △456 

役員賞与の支払額  △55 △65 △55 

小計  3,557 3,363 8,604 
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前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フ
ロー計算書 
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

利息及び配当金の受取額  22 36 40 

利息の支払額  △392 △443 △813 

法人税等の支払額  △694 △815 △1,077 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 2,492 2,140 6,754 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

    

有形固定資産の取得による
支出 

 △2,572 △3,328 △5,791 

有形固定資産の売却による
収入 

 20 25 15 

無形固定資産の取得による
支出 

 △66 △41 △142 

投資有価証券の取得による
支出 

 △63 △41 △109 

投資有価証券の売却による
収入 

 － － 39 

その他  11 △72 △7 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 △2,670 △3,459 △5,996 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

    

短期借入金の純増減額  1,482 △2,032 3,261 

長期借入れによる収入  2,200 6,641 2,908 

長期借入金の返済による支
出 

 △3,273 △2,902 △5,966 

社債の発行による収入  － 2,233 － 

社債の償還による支出  － △2,492 － 

少数株主からの払込みによ
る収入 

 130 264 130 

親会社による配当金の支払
額 

 △108 △108 △108 

少数株主への配当金の支払
額 

 △148 △167 △150 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 283 1,435 74 
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前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フ
ロー計算書 
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

 22 36 △44 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  127 152 788 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

 1,667 2,456 1,667 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

 1,795 2,609 2,456 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1）連結子会社の数  11社 (1）連結子会社の数  12社 (1）連結子会社の数  12社１．連結の範囲に関

する事項 エフアンドピー・マニュ

ファクチャリング・イン

コーポレーテッド 

エフアンドピーアメリ

カ・マニュファクチャリ

ング・インコーポレー

テッド 

ダイナミグ・マニュファ

クチャリングオブ・スト

ラッドフォード・イン

コーポレーテッド 

エフテックフィリピン・

マニュファクチャリン

グ・インコーポレーテッ

ド 

エフアンドピージョージ

ア・マニュファクチャリ

ング・インコーポレー

テッド 

エフイージー・デ・ケレ

タロ・ソシエダアノニ

マ・デ・カピタルバリア

ブレ 

偉福科技工業（中山）有

限公司 

エフテックノースアメリ

カ・インコーポレーテッ

ド 

エフテックアールアンド

ディノースアメリカ・イ

ンコーポレーテッド 

フクダエンジニアリング

㈱ 

㈱九州エフテック 

 上記のうち、エフテック

ノースアメリカ・インコー

ポレーテッド及びエフテッ

クアールアンドディノース

アメリカ・インコーポレー

テッドについては、当中間

連結会計期間において新た

に設立したため、連結の範

囲に含めております。 

エフアンドピー・マニュ

ファクチャリング・イン

コーポレーテッド 

エフアンドピーアメリ

カ・マニュファクチャリ

ング・インコーポレー

テッド 

ダイナミグ・マニュファ

クチャリングオブ・スト

ラッドフォード・イン

コーポレーテッド 

エフテックフィリピン・

マニュファクチャリン

グ・インコーポレーテッ

ド 

エフアンドピージョージ

ア・マニュファクチャリ

ング・インコーポレー

テッド 

エフイージー・デ・ケレ

タロ・ソシエダアノニ

マ・デ・カピタルバリア

ブレ 

偉福科技工業（中山）有

限公司 

エフテックノースアメリ

カ・インコーポレーテッ

ド 

エフテックアールアンド

ディノースアメリカ・イ

ンコーポレーテッド 

偉福科技工業（武漢）有

限公司 

フクダエンジニアリング

㈱九州エフテック 

エフアンドピー・マニュ

ファクチャリング・イン

コーポレーテッド 

エフアンドピーアメリ

カ・マニュファクチャリ

ング・インコーポレー

テッド 

ダイナミグ・マニュファ

クチャリングオブ・スト

ラッドフォード・イン

コーポレーテッド 

エフテックフィリピン・

マニュファクチャリン

グ・インコーポレーテッ

ド 

エフアンドピージョージ

ア・マニュファクチャリ

ング・インコーポレー

テッド 

エフイージー・デ・ケレ

タロ・ソシエダアノニ

マ・デ・カピタルバリア

ブレ 

偉福科技工業（中山）有

限公司 

エフテックノースアメリ

カ・インコーポレーテッ

ド 

エフテックアールアンド

ディノースアメリカ・イ

ンコーポレーテッド 

偉福科技工業（武漢）有

限公司 

フクダエンジニアリング

㈱ 

㈱九州エフテック 

 上記のうち、偉福科技工

業（武漢）有限公司につい

ては、当連結会計年度にお

いて新たに設立したため、

連結の範囲に含めておりま

す。 



－  － 
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前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (2）非連結子会社の数 ２社 (2）非連結子会社の数 ２社 (2）非連結子会社の数 ２社

 ㈱三共プレス工業 

ラグナ・グリーンラン

ド・コーポレーション 

同左 同左 

 （連結の範囲から除いた理

由） 

（連結の範囲から除いた理

由） 

（連結の範囲から除いた理

由） 

  非連結子会社は小規模会

社であり、総資産、売上

高、中間純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、

いずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

同左  非連結子会社は小規模会

社であり、総資産、売上

高、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、

いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

２．持分法の適用に

関する事項 

(1）持分法適用の非連結子会

社の数      １社

(1）持分法適用の非連結子会

社の数      １社

(1）持分法適用の非連結子会

社の数      １社

 ㈱三共プレス工業 同左 同左 

 (2）持分法適用の関連会社の

数        ０社

(2）持分法適用の関連会社の

数        ０社

(2）持分法適用の関連会社の

数        ０社

 (3）持分法を適用していない

非連結子会社の数 １社

(3）持分法を適用していない

非連結子会社の数 １社

(3）持分法を適用していない

非連結子会社の数 １社

 ラグナ・グリーンラン

ド・コーポレーション 

同左 ラグナ・グリーンラン

ド・コーポレーション 

 持分法を適用していない

関連会社の数   ５社

持分法を適用していない

関連会社の数   ４社

持分法を適用していない

関連会社の数   ４社

 渡辺樹脂工業㈱ 

㈱ネットホスピタル 

リテラ㈱ 

プログレッシブ・ツール

ズアンド・コンポーネン

ツ・リミテッド 

ジョーナン・エフテッ

ク・タイランド・リミ

テッド 

渡辺樹脂工業㈱ 

㈱リテラ 

プログレッシブ・ツール

ズアンド・コンポーネン

ツ・リミテッド 

ジョーナン・エフテッ

ク・タイランド・リミ

テッド 

同左 

 （持分法を適用していない

理由） 

（持分法を適用していない

理由） 

（持分法を適用していない

理由） 

  持分法を適用していない

非連結子会社及び関連会社

は、連結純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響は軽微

であり、かつ全体としても

重要な影響を及ぼしておら

ず、持分法の適用から除外

しております。 

同左 同左 

 

 



－  － 
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前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．連結子会社の中

間決算日（決算

日）等に関する

事項 

 連結子会社のうち、エフ

テックフィリピン・マニュ

ファクチャリング・インコー

ポレーテッドの中間決算日

は、７月31日、エフイー

ジー・デ・ケレタロ・ソシエ

ダアノニマ・デ・カピタルバ

リアブレ及び偉福科技工業

（中山）有限公司の中間決算

日は、６月30日であります。

 中間連結財務諸表の作成に

当たっては、同決算日現在の

中間財務諸表を使用しており

ます。ただし、中間連結決算

日と上記決算日との間に発生

した重要な取引については、

連結上必要な調整を行ってお

ります。 

連結子会社のうち、エフテッ

クフィリピン・マニュファク

チャリング・インコーポレー

テッドの中間決算日は７月31

日、エフイージー・デ・ケレ

タロ・ソシエダアノニマ・

デ・カピタルバリアブレ、偉

福科技工業（中山）有限公

司、偉福科技工業（武漢）有

限公司の中間決算日は６月30

日であります。 

同左 

 連結子会社のうち、エフ

テックフィリピン・マニュ

ファクチャリング・インコー

ポレーテッドの決算日は１月

31日、エフイージー・デ・ケ

レタロ・ソシエダアノニマ・

デ・カピタルバリアブレ、偉

福科技工業（中山）有限公

司、偉福科技工業（武漢）有

限公司の決算日は12月31日で

あります。 

 連結財務諸表の作成に当

たっては、同決算日現在の財

務諸表を使用しております。

ただし、連結決算日と上記決

算日との間に発生した重要な

取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

４．会計処理基準に

関する事項 

   

① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

(1）重要な資産の

評価基準及び

評価方法 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法を

採用しております。（評

価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算定

しております。） 

同左 連結決算日の市場価格

等に基づく時価法を採用

しております。（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

おります。） 

 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価

法を採用しております。

同左 同左 

 ② たな卸資産 ② たな卸資産 ② たな卸資産 

  主として総平均法による

原価法を採用しておりま

す。 

同左 同左 

 

 

 



－  － 

 

 

17

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 (2）重要な減価償

却資産の減価

償却の方法 

 建物、車種別専用設備

（機械装置）及び金型治工

具については定額法を採用

しております。 

 その他については定率法

を採用しております。但し

在外連結子会社については

定額法を採用しておりま

す。 

同左 同左 

 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

  定額法を採用しておりま

す。 

 なおソフトウェア（自社

利用）については、社内に

おける見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法に

よっております。 

同左 同左 

社債発行費 社債発行費 社債発行費 (3）繰延資産の処

理方法    ―――――― 支出時に全額費用として処理

しております。 

―――――― 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 (4）重要な引当金

の計上基準  債権の貸倒れによる損失

に備えるため一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

 なお、当中間連結会計期

間の繰入額はありません。

同左  債権の貸倒れによる損失

に備えるため一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

 なお、当連結会計年度の

繰入額はありません。 



－  － 
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前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ② 退職給付引当金 ② 退職給付引当金 ② 退職給付引当金 

  親会社及び退職金制度を

有する子会社については、

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差

異（958百万円）について

は、５年による按分額を費

用処理し特別損失に計上し

ております。 

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間内の一定の年数（５

年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理することとしておりま

す。 

親会社及び退職金制度を

有する子会社については、

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間内の一定の年数（５

年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理することとしておりま

す。 

 親会社及び退職金制度を

有する子会社については、

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計

上しております。 

 なお、会計基準変更時差

異（958百万円）について

は、５年による均等額を費

用処理し特別損失に計上し

ております。 

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間内の一定の年数（５

年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理することとしておりま

す。 

 ③ 役員退職慰労引当金 ③ 役員退職慰労引当金 ③ 役員退職慰労引当金 

  親会社は役員の退職慰労

金の支払いに充てるため、

内規に基づく中間期末要支

給額を引当計上しておりま

す。 

同左 

 

 親会社は役員の退職慰労

金の支払いに充てるため、

内規に基づく期末要支給額

を引当計上しております。



－  － 
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前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(5）重要な外貨建

の資産又は負

債の本邦通貨

への換算の基

準 

 外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。なお、在外連結子会社の

資産及び負債は、中間決算日

の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主持分

及び資本の部における為替換

算調整勘定に含めておりま

す。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決

算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。な

お、在外連結子会社の資産及

び負債は、決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額

は少数株主持分及び資本の部

における為替換算調整勘定に

含めております。 

(6）重要なリース

取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

同左 同左 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 (7）重要なヘッジ

会計の方法  通貨スワップについては

振当処理の要件を充たして

いる場合は振当処理を、金

利スワップについて特例処

理の要件を充たしている場

合には特例処理を採用して

おります。 

同左 同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

 
 
ヘッジ手段  ヘッジ対象

通貨スワップ  外貨建社債 

金利スワップ  借入金 
  

同左 同左 

 ③ ヘッジ方針   

  為替変動リスクをヘッジ

する為、外貨建社債の元利

金について通貨スワップ

を、金利変動リスクをヘッ

ジする為金利スワップを利

用し、原則としてヘッジ対

象の100％をヘッジする方

針であります。 

    



－  － 
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前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法

  ヘッジ手段の想定元本と

ヘッジ対象に関する重要な

条件が同一であり、かつ

ヘッジ開始時及びその後も

継続して相場変動及び

キャッシュ・フロー変動を

完全に相殺することを判定

しております。 

同左 同左 

消費税等の会計処理の方法 消費税等の会計処理の方法 消費税等の会計処理の方法 (8）その他中間連

結 財 務 諸 表

（連結財務諸

表）作成のた

めの基本とな

る重要な事項 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってお

ります。 

同左 同左 

５．中間連結キャッ

シュ・フロー計

算 書 （ 連 結

キャッシュ・フ

ロー計算書）に

おける資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から６ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

手許現金、随時引き出し可

能な現金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動に

ついて希少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

 手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から６ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資

からなっております。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係）   

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

48,021百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

52,304百万円

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

47,690百万円

※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保に供している資産 

担保資産 担保資産 担保資産 

 
受取手形及び売掛金 2,192百万円 

（－百万円)

未収入金 － 
（－） 

たな卸資産 1,151 
（－） 

その他の流動資産 113 
（－） 

建物及び構築物 6,155 
(2,092) 

機械装置及び運搬具 9,077 
(4,923) 

金型治工具 652 
(－) 

土地 3,474 
(1,685) 

建設仮勘定 540 
(－) 

その他の有形固定資
産 

32 
(－) 

施設利用権等 165 
(－) 

投資有価証券 69 
(－) 

計 23,626 
(8,701) 

  

 
受取手形及び売掛金 524百万円

（－百万円)

未収入金 90 
（－） 

たな卸資産 － 
（－） 

その他の流動資産 － 
（－） 

建物及び構築物 4,905 
(1,994) 

機械装置及び運搬具 7,915 
(4,889) 

金型治工具 73 
(－) 

土地 3,372 
(1,685) 

建設仮勘定 1,201 
(－) 

その他の有形固定資
産 

30 
(－) 

施設利用権等 158 
(－) 

投資有価証券 70 
(－) 

計 18,342 
(8,569) 

  

 
受取手形及び売掛金 475百万円

(－百万円)

未収入金 － 
（－） 

たな卸資産 － 
(－) 

その他の流動資産 － 
(－) 

建物及び構築物 8,025 
(2,022) 

機械装置及び運搬具 7,820 
(4,427) 

金型治工具 288 
(－) 

土地 3,554 
(1,685) 

建設仮勘定 843 
(－) 

その他の有形固定資
産 

31 
(－) 

施設利用権等 148 
(－) 

投資有価証券 67 
(－) 

計 21,256 
(8,136) 

  
担保付債務 担保付債務 担保付債務 
 
一年以内返済予定長
期借入金 

3,939百万円 
(1,741百万円)

長期借入金 5,325 
(2,578) 

短期借入金 902 
(－) 

計 10,168 
(4,320) 

  

 
一年以内返済予定長
期借入金 

947百万円
(－百万円)

長期借入金 3,092 
(1,354) 

短期借入金 2,107 
(1,223) 

計 6,148 
(2,578) 

  

 
短期借入金 876百万円

(－百万円)

一年以内返済予定長
期借入金 

3,560 
(1,593) 

長期借入金 4,107 
(1,905) 

計 8,543 
(3,499) 

  
 上記のうち（ ）内書は工場財団

抵当並びに当該債務を示しておりま

す。 

 上記のうち（ ）内書は工場財団

抵当並びに当該債務を示しておりま

す。 

 上記のうち（ ）内書は工場財団

抵当並びに当該債務を示しておりま

す。 
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（中間連結損益計算書関係）   

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 
 

運搬費 806百万円

給料手当・賞与 1,355百万円

退職給付引当金
繰入額 

21百万円

役員退職慰労引
当金繰入額 

9百万円

減価償却費 168百万円

研究開発費 589百万円
  

 
運搬費 889百万円

給料手当・賞与 1,249百万円

退職給付引当金
繰入額 

41百万円

役員退職慰労引
当金繰入額 

10百万円

減価償却費 128百万円

研究開発費 562百万円
  

 
運搬費 1,652百万円

給料手当・賞与 2,765百万円

退職給付引当金
繰入額 

28百万円

役員退職慰労引
当金繰入額 

19百万円

減価償却費 320百万円

研究開発費 1,283百万円
  

※２．固定資産売却益のうち主要な

ものは次のとおりでありま

す。 

※２．固定資産売却益のうち主要な

ものは次のとおりでありま

す。 

※２．固定資産売却益のうち主要な

ものは次のとおりでありま

す。 
 

機械装置及び運
搬具 

9百万円

  

 
機械装置及び運
搬具 

0百万円

  

 
機械装置及び運
搬具 

13百万円

構築物 0百万円
  

※３．固定資産売却損のうち主要な

ものは次のとおりでありま

す。 

※３．固定資産売却損のうち主要な

ものは次のとおりでありま

す。 

※３．  ―――――― 

 
機械装置及び運
搬具 

0百万円

  

 
機械装置及び運
搬具 

0百万円

  

 

※４．固定資産除却損のうち主要な

ものは次のとおりでありま

す。 

※４．固定資産除却損のうち主要な

ものは次のとおりでありま

す。 

※４．固定資産除却損のうち主要な

ものは次のとおりでありま

す。 
 

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運
搬具 

9百万円

金型治工具 3百万円

什器備品 0百万円
  

 
建物及び構築物 1百万円

機械装置及び運
搬具 

66百万円

金型治工具 0百万円

什器備品 0百万円
  

 
機械装置及び運
搬具 

198百万円

金型治工具 127百万円

什器備品 1百万円
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在）
 
現金及び預金勘定 1,795百万円

現金及び現金同等物 1,795百万円
  

 
現金及び預金勘定 2,609百万円

現金及び現金同等物 2,609百万円
  

 
現金及び預金勘定 2,456百万円

現金及び現金同等物 2,456百万円
  

（注）手許現金、随時引き出し可能な現金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

当連結グループは、連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲を、短期の支払資金の運用期間とし

ておりますが、支払資金の決済期間を６ヶ月以内から３ヶ月以内に短縮したことに伴い、資金の範囲を３ヶ

月以内の短期投資としました。なお、これによる影響はありません。 
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（リース取引関係） 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日）

１ リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

    
 

 
取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額相

当額 

(百万円)

中間期末

残高相当

額 

(百万円)

機械及

び装置 
2,973 1,922 1,050

金型治

工具 
1,755 742 1,012

その他 345 174 171

合計 5,074 2,839 2,234

  

 
  

 
取得価額

相当額

(百万円)

減価償却

累計額相

当額 

(百万円)

中間期末

残高相当

額 

(百万円)

機械及

び装置
2,952 1,913 1,039

金型治

工具
2,284 1,117 1,167

その他 421 209 212

合計 5,658 3,239 2,419

 

 
  

 
取得価額

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額相

当額 

(百万円)

期末残高

相当額

(百万円)

機械及

び装置 
2,880 1,990 890

金型治

工具 
1,898 1,043 855

その他 354 205 149

合計 5,134 3,238 1,895

 
 

(注)取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

(注)取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

(注) 取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定しております。 

 
２．未経過リース料中間期末

残高相当額 

２．未経過リース料中間期末

残高相当額 

２．未経過リース料期末残高

相当額 
  

１年内 1,218百万円

１年超 1,016百万円

合計 2,234百万円
  

 
１年内 1,282百万円

１年超 1,136百万円

合計 2,419百万円
 

 
１年内 1,088百万円

１年超 807百万円

合計 1,895百万円
 

 
(注)未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高

が、有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込

み法により算定しており

ます。 

(注)未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高

が、有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込

み法により算定しており

ます。 

(注)未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース

料期末残高が、有形固定

資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、

支払利子込み法により算

定しております。 

 
３．支払リース料及び減価償

却費相当額 

３．支払リース料及び減価償

却費相当額 

３．支払リース料及び減価償

却費相当額 
  

支払リース料 682百万円

減価償却費相

当額 

682百万円

  

 
支払リース料 763百万円

減価償却費相

当額 

763百万円

 

 
支払リース料 1,355百万円

減価償却費相

当額 

1,355百万円

 
 

４．減価償却費相当額の算定

方法 

４．減価償却費相当額の算定

方法 

４．減価償却費相当額の算定

方法 
 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする

定額法によっておりま

す。 

同左 同左 

オペレーティング・リース取引 未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
  

１年内 581百万円

１年超 2,161百万円

合計 2,743百万円
  

 
１年内 345百万円

１年超 2,362百万円

合計 2,708百万円
 

 
１年内 573百万円

１年超 1,798百万円

合計 2,372百万円
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（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 325 823 497 

(2）債券 － － － 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 352 823 497 

 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 430 

 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 342 1,095 753 

(2）債券 － － － 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 342 1,095 753 

 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 416 
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前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 333 892 558

(2）債券 

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 333 892 558

 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 412 

 

 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨 為替予約取引 327 332 △5

 （注）1.上記為替予約は、当社が連結子会社に対する債権をヘッジ対象としたものであり、個別財務諸表上は振当

処理しております。 

2.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

3.時価の算定方法は金融機関から提示された価格により算定しております。 

 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨 為替予約取引 329 338 △9

 （注）1.上記為替予約は、当社が連結子会社に対する債権をヘッジ対象としたものであり、個別財務諸表上は振当

処理しております。 

2.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

3.時価の算定方法は金融機関から提示された価格により算定しております。 
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前連結会計期間末（平成17年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨 為替予約取引 318 338 △9

 （注）1.上記為替予約は、当社が連結子会社に対する債権をヘッジ対象としたものであり、個別財務諸表上は振当

処理しております。 

2.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

3.時価の算定方法は金融機関から提示された価格により算定しております。 

 

 

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４

月１日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当連結グループはシャーシ部品等の自動車機能部品の製造販売を主事業としている専門メーカーであり、

「自動車部品関連事業」の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金

額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略してお

ります。 

 

 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 
国内 

（百万円）
北米 

（百万円）
アジア 

（百万円）
計 

（百万円）
消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 21,261 28,629 3,414 53,306 － 53,306 

(2）セグメント間の内部売上
高 

3,027 41 771 3,840 （3,840） － 

計 24,288 28,671 4,185 57,146 （3,840） 53,306 

営業費用 24,027 28,095 3,804 55,927 （3,765） 52,161 

営業利益 261 575 381 1,218 （74） 1,144 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）北米………米国、カナダ、メキシコ 

(2）アジア……フィリピン、中国 
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当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 
国内 

（百万円）
北米 

（百万円）
アジア 

（百万円）
計 

（百万円）
消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 22,384 34,156 4,238 60,778 － 60,778 

(2）セグメント間の内部売上
高 

4,015 220 857 5,093 （5,093） － 

計 26,399 34,376 5,095 65,871 （5,093） 60,778 

営業費用 25,730 33,274 4,603 63,607 （4,781） 58,827 

営業利益 669 1,101 492 2,263 （312） 1,951 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）北米………米国、カナダ、メキシコ 

(2）アジア……フィリピン、中国 

 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 
国内 

（百万円）
北米 

（百万円）
アジア 

（百万円）
計 

（百万円）
消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 45,231 58,727 7,460 111,419  111,419 

(2）セグメント間の内部売上
高 

7,354 418 1,529 9,303 （9,303） － 

計 52,586 59,146 8,990 120,722 （9,303） 111,419 

営業費用 51,293 57,800 8,238 117,333 （8,771） 108,561 

営業利益 1,292 1,345 751 3,389 (531） 2,857 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）北米………米国、カナダ、メキシコ 

(2）アジア……フィリピン、中国 

 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）  

 北米 欧州 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 28,674 274 3,865 32,813

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 53,306

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高
の割合（％） 

53.8 0.5 7.3 61.6

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）北米………米国、カナダ、メキシコ 

(2）欧州………英国 

(3）アジア……フィリピン、中国、インド 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）  

 北米 欧州 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 34,367 278 4,425 39,072

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 60,778

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高
の割合（％） 

56.5 0.5 7.3 64.3

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）北米………米国、カナダ、メキシコ 

(2）欧州………英国 

(3）アジア……フィリピン、中国、インド 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）  

 北米 欧州 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 59,674 625 7,613 67,913

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 111,419

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高
の割合（％） 

53.6 0.6 6.8 61.0

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）北米………米国、カナダ、メキシコ 

(2）欧州………英国 

(3）アジア……フィリピン、中国、インド 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

（１株当たり情報）   

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 
１株当たり純資産額 684円82銭

１株当たり中間純利益
金額 

5円12銭

  

 
１株当たり純資産額 782円62銭

１株当たり中間純利益
金額 

46円63銭

  

 
１株当たり純資産額 689円05銭

１株当たり当期純利益
金額 

18円87銭

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額または中間純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益または中間純損失
（△）（百万円） 

55 507 270 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 65 

（うち利益処分による役員賞与） － － (65）

普通株式に係る中間（当期）純利益ま
たは中間純損失（△）（百万円） 

55 507 205 

期中平均株式数（千株） 10,886 10,886 10,886 
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（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 
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５．生産、受注及び販売の状況 
(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  （単位：百万円未満切捨て）

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

自動車部品関連事業（百万円） 58,148 13.2 

その他（百万円） 0 △41.2 

合計（百万円） 58,148 13.2 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

   （単位：百万円未満切捨て）

区分 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

自動車部品関連事業 50,376 1.3 25,789 12.8 

その他 － － － － 

合計 50,376 1.3 25,789 12.8 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  （単位：百万円未満切捨て）

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

自動車部品関連事業（百万円） 60,778 14.0 

その他（百万円） － － 

合計（百万円） 60,778 14.0 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績

に対する割合は次のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 相手先（千円） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

本田技研工業㈱ 18,923 35.5 20,359 33.5 

ホンダカナダ・インコーポ
レーテッド 

10,934 20.5 10,480 17.2 

ホンダオブアメリカ・マ
ニュファクチャリング・イ
ンコーポレーテッド 

8,276 15.5 11,528 19.0 

ホンダ・マニュファクチャ
リングオブ・アラバマ・エ
ルエルシー 

5,286 9.9 7,824 12.9 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

 


